
再校

行政のうごき

令和 9年度環境省概算要求重点施策
（環境再生・資源循環局関連の抜粋）

〔以下、環境再生・資源循環局に関連するものを抜粋。（　）内の金額は、昨年度予算額　金額は百万円単位。〕
出典：「令和9年度環境省重点」（環境省：https://www.env.go.jp/guide/budget/r06/page_00014.html）をもとに作成

１．持続可能な成⻑の推進

[ 1 ] 循環経済（サーキュラーエコノミー）
1.1　再生資源供給サプライチェーンの強靭化
・�経済安全保障の確保に貢献する金属資源等の再資源化に対
する投資促進支援（※太陽光パネル、リチウムイオン電池等
の再資源化設備補助を含む）

【一部エネ特＋GX】�48,777（37,900）
・�（新）�再資源化事業推進のための金融的手法の導入

10,500（0）
・�（新）�ナフサ輸入代替を促進する国内再生プラスチックの長
期安定供給体制構築支援� 事項要求（0）

・（新）�自動車等向け高品質再生プラスチック市場の構築支援
1,450（0）

・�国内資源循環促進のための金属スクラップの回収拡大・高品
質化に向けた調査・実証

【一部エネ特】�1,850（1,020の内数）
・�不適正スクラップヤード対策、廃棄物等輸出入の適正化

718（153）
・�リチウムイオン電池等の分別回収・再資源化等総合対策

2,209の内数（187の内数）
・�太陽光パネルの再資源化促進のための環境整備

【一部エネ特】2,958の内数（2,112の内数）

1.2 ⽇本をハブとする国際資源循環ネットワークの構築
・�同志国と連携したe-scrap 等の国際資源循環の構築

1,012（363）
1.3　地域循環資源の徹底活⽤による地域活性化
・�（新）地域資源の徹底活用に向けた資源循環加速化事業

��1,000（0）
・�リユースの促進、食品ロス削減、サステナブル・ファッション、
使用済紙おむつ・プラスチック等の資源循環等への支援

1,432（976）
・�一般廃棄物処理施設等の循環型社会形成等に資するインフ
ラ整備支援

【一部エネ特】�173,667＋事項要求（53,757）
1.4　資源循環分野の国際ルール形成
・��企業の情報開示スキーム（グローバル循環プロトコル（GCP））
の活用及び国際標準化の推進� 466（286 の内数）

1.5　循環経済を国⺠運動に
・��（新）横浜グリーンエクスポを契機とした循環経済に関する
社会的機運醸成� 350（0）

・��資源循環自治体フォーラム、循環経済パートナーシップ（J4CE）

等を活用した情報発信や企業・自治体等の連携促進
981の内数（370の内数）

［２］気候変動対策（緩和、適応）
2.1　気候変動対策（緩和）
・�アジア等における脱炭素移行のための政策策定・案件形成支
援� 【エネ特】�1,395（1,395）

［５］科学技術・イノベーション、⾦融等
5.2　新技術の研究開発・実証と社会実証の推進
・�人工光合成を始めとしたCCUS 社会実装・基盤構築事業
� 【エネ特】�2,550（2,580）
5.3　グリーンファイナンスの更なる発展
・�サステナビリティ課題の統合的達成を実現する企業経営促
進事業� 28（26）

２．人の命と環境を守る

［６］安全・安心
6.5 国⼟強靱化の推進等
・�浄化槽の整備� 【一部エネ特】�10,713（10,413）
・�大規模災害に備えた廃棄物処理体制の構築及び大規模災
害発生時の復旧支援� 2,606＋事項要求（571）
・ �PCB 廃棄物の適正処理の推進� 4,827（217）
・�不法投棄等未然防止・事案対策費� 337（92）
［７］東日本大震災からの復興・創生等
7.1　環境再生に向けた取組
・�特定復興再生拠点区域の整備に必要な除染等の実施
� 【復興特】�6,044（7,242）
・�特定帰還居住区域の整備に必要な除染等の実施
� 【復興特】�84,132（48,812）
・�除去土壌等の適正管理及び仮置場の原状回復等の実施

【復興特】�12,762（15,418）
・�放射性物質汚染廃棄物の処理等

【復興特】�31,695（27,720）
7.2 福島県内除去⼟壌等の県外最終処分に向けた取組
・�中間貯蔵施設の整備・管理運営及び県外最終処分に向けた除
去土壌等の減容技術開発・復興再生利用・理解醸成の推進

【復興特】�105,170（99,145）
7.3　地域の強みを創造・再発⾒する未来志向の取組
・�福島での脱炭素社会と復興まちづくりの同時実現に向けた設
備等導入及び事業創出の支援� 【エネ特】�500（500）
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3校

１.はじめに

環境問題は「総論賛成、各論反対」といわれるよう

に、環境を守る重要性は理解できても、実践段階にな

ると採算が折り合わず、断念するケースが散見されま

す。サーキュラーエコノミーを社会の中に根付かせて

いくには、経済性や採算性もきちんと考慮し、ビジネ

スとして成立するモデルを確立し、普及させていくこ

とが必要です。こうした考えから、本県では、令和８

年３月に策定した新たな廃棄物処理基本計画において、

目指すべき方向性として「限りある資源を有効活用・

循環させつつ、新たな価値を創出するサーキュラーエ

コノミー（循環経済）システムの確立」を掲げました。

そこで、環境と経済の両立を目指して、県内企業の

サーキュラーエコノミー型ビジネスへの転換促進や廃

棄物の再資源化の推進など様々な取組を進めていま

す。  図１

2. 主な取組

（１）企業への普及啓発・マッチング等の支援
本県では令和５年６月に、（公財）埼玉県産業振興公

社に「サーキュラーエコノミー推進センター埼玉」を開

設し、サーキュラーエコノミーに取り組む県内企業へ

の支援を実施しています。同センターでは、セミナーの

開催等による情報発信・普及啓発や、専門的な知見を

有するコーディネーターによる相談対応やマッチング

支援を行っています。製品化までつながった例として、

桐箱の製造時に発生する廃材を「江戸木目込人形」

の原料として有効活用したものがあります。  図２

また、埼玉県SDGs官民連携プラットフォーム内に

おいて、令和６年６月に、企業、市町村、消費者団体

等の多様な主体で構成する「埼玉県サーキュラーエコ

ノミー推進分科会」を設置しました。講演会や交流会

を開催し、会員の先進事例や国・県の最新の支援施策

等を共有するとともに、ポスターセッション等を通じ

た会員間の情報交換の場を提供しています。  図３

（２）リーディングモデルの構築・展開
サーキュラーエコノミーに取り組む企業が、試作開

発や事業化の段階で活用できる補助制度を設けてい

ます。その一つが高度な再資源化設備を導入する廃

棄物処理業者に対する補助金です。本補助金を活用

し、ダッシュボードやバンパー等の自動車部品に活用

できる質の高い再生プラスチック材を製造できるよ

 図 1    サーキュラーエコノミーへの転換イメージ

 図 2    サーキュラーエコノミーセンター埼玉

 図 3    埼玉県サーキュラーエコノミー推進分科会

埼玉県におけるサーキュラーエコノミー
（循環経済）の取組について

埼玉県環境部資源循環推進課
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埼玉県におけるサーキュラーエコノミー（循環経済）の取組について

う撹拌機・原料均一化装置が導入されました。廃棄物

処理業者のリサイクル技術の高度化を支援し、優れ

た技術の普及に努めていきます。

また、令和６年から埼玉県サーキュラーエコノミー

スタートアップビジネスプランコンテスト（C
シー

S
サップ

UP）

を開催しており、サーキュラーエコノミー分野のスタ

ートアップ企業の成長及び従来のビジネスモデルか

らの発想の転換を促進しています。建築資材の水平リ

サイクルや二次流通のシステム構築など、様々な実用

的技術を持つスタートアップ企業が参加しており、今

年は第３回の開催を予定しています。

こうした取組を通じ、リーディングモデルの構築・

展開を図っています。

（３）リチウムイオン電池の再資源化
リチウムイオン電池が不燃ごみ等に混入すること

で、ごみ処理施設での火災事故の原因となっています。

損傷した施設の修理・復旧費用や、ごみの受入停止

に伴う他の自治体への処理委託費に、数十億といった

多額な財政負担が生じた事例もあります。しかし、リ

チウムイオン電池を適切に分別し、電池に含まれるレ

アメタルを資源として回収できれば、火災事故の低減

につながるだけでなく、我が国の産業に必要なレアメ

タルの安定供給に貢献することも期待されます。

そこで、本県では、令和５年度から再資源化事業

者や県内の市と連携し、家庭から出る使用済みリチウ

ムイオン電池やその内蔵製品を回収し、再資源化する

実証試験を行ってきました。その結果、再資源化事業

者が採算の取れる状態にするためには、リチウムイオ

ン電池を適切に分別し、なおかつ、収集量の確保が必

要であることが分かりました。

そこで、令和７年度には市町村がリチウムイオン電

池を住民から回収し、再資源化事業者に引き渡すまで

の一連の手順について、県内６市と連携して一定期間

試行的に運用するとともに、市町村向けのマニュアル

を作成し、県内全市町村へ配布しました。  図４

令和８年度は、マニュアルの市町村向け説明会や

意見交換会を実施し、その定着を図るとともに、複数

の市町村から広域的に集める広域回収・再資源化モ

デルの構築を進めています。

（４）県民向けの普及啓発
県内大規模商業施設や浦和レッドダイヤモンズの

試合開催時の埼玉スタジアム2○○2において、再生材

を利用した体験型ワークショップなどを行い、サーキ

ュラーエコノミーに対する県民の理解促進を図って

います。また、サーキュラーエコノミー型製品を県が

登録して公表することで、サーキュラーエコノミー型

製品が選ばれる気運の醸成を図っています。  図5

3. おわりに

本県は、東日本随一の交通の要衝であり、700万を

超える人口や多種多彩な事業所を擁し、製造・流通・

消費活動が盛んであるといったサーキュラーエコノ

ミーの様々な可能性を引き出す上で、有利な条件を備

えています。

そうした本県の強みを発揮し、サーキュラーエコノ

ミーの成功事例を創出し、全国へ発信していきます。

 図 5     県内大規模表業施設での開催イベント「サー
キュラーエコノミーラボ」

リチウムイオン電池使用製品 ごみ収集所 ごみ処理施設での選別

分別排出 回 収 再資源化

レアメタルを含
むブラックマス
（精錬し、
レアメタル回収）

 図 4    リチウムイオン電池の再資源化の循課図
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第19 回　本田技研工業株式会社の事例

業種別適正処理事例集

産業廃棄物適正処理に係る
業種別事例集
～自動車関連産業編～のご紹介

委託先処理業者選定3
○選定方法・選定基準
⿠購買部門との連携で、処理委託料が適正価格かの
確認と、処理業者の経営状況を審査した後に、委託
契約を締結

実地確認の実施状況4
○実施する従業員数
⿠各排出事業場の購買部門（主）、廃棄物管理担当

（公財）日本産業廃棄物処理振興センターでは、環境省から委託を受けて、日本の主要産業の一つであり、多
種多様な産業廃棄物が排出される「自動車関連産業」を対象に、製造や販売等の様々な事業から生じる産業廃
棄物の適正処理の取組み等を調査し、排出事業者責任の徹底と産業廃棄物の適正処理に関する体系立った理
解や意識の向上を促すことを目的とした事例集を作成しました。
第19回は、事例集の中から、リソースサーキュレーションの主な取組みとして、企業活動における廃棄物

の削減、歩留まり向上による副産物の削減など、資源リデュースを含めた3Rのさらなる進化に取り組んでい
る本田技研工業株式会社の電子マニフェストの使用状況や取組みについて一部抜粋し掲載します。

会社概要

産業廃棄物に関する情報

○�排出する主な産業廃棄物（令和5年度実績、
国内事業場の産業廃棄物等の量を集計）

○�主な産業廃棄物の処理・リサイクル方法（令和5年度実績）

○�主な産業廃棄物のリサイクル率（令和5年度実績）：約99.7％

1

2

•	 本社所在地：東京都港区虎ノ門二丁目２番３号
（※2025年６月より移転）

•	 資 本 金：860億円（2025年３月末）
•	 従業員数：連結197,173名（2025年３月末）
•	 主な事業内容：	主に二輪車、四輪車、パワープロダクツの

製造販売

廃棄物区分 排出する主な産業廃棄物の種類

産業廃棄物

約9,400t
・汚泥※1 約3,000t
・廃油※2 約2,300t
・鉱さい※3 約1,500t
・廃プラスチック類※4 約1,200t

特別管理
産業廃棄物

約200t
・�一部の排出事業場では、エンジン内部の
金属部品の硬度を上げるために金属表面
処理を行った際に、有害物質含有廃棄物
が発生。有害物質が金属治具に付着した
ものは、副資材メーカーで金属としてリ
サイクル

その他有価物等
・�令和5年度は、ボディ鋼板・パワートレイ
ン鍛造等端材、仕損じ品、紙・段ボールを
有価物として約10万t売却

※1　機械加工、金属加工等で発生する研磨スラッジ及び、工程
排水や洗浄廃水の排水処理汚泥

※2　�プレス工程、機械加工等で使用した切削油や熱処理油等
※3　鋳造工程において排出
※4　汚れがあり有価物にならない廃プラスチック類（主に、物

流で使用される発泡スチロール、ビニール袋等の梱包材）

※　�リサイクル率は熱回収を含む
※　有価物（鉄スクラップを除く）、特別管理産業廃棄物、事業
系一般廃棄物を含めてリサイクル率を算定

廃棄物の種類 処理・リサイクル方法

汚泥
脱水・乾燥・固形化し、セメント原料
として利用（100%）
※研磨粉等は一部圧縮してブリケット化

廃油

補助燃料化し、石油代替燃料として利
用（100%）
※�焼却の補助燃料、セメント原料、製鉄
所の燃料等として利用

鉱さい 選別・破砕し、セメント原料・路盤材
等として利用（100%）

廃プラスチック類

焼却・熱回収（97%）、発泡スチロー
ルは溶融固化しプラスチック成型原
料として利用（2%）、圧縮固化し固形
燃料（RPF）として利用（1%）

廃酸 中和処理（100%）
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